
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願
77
52 (19) 世界知的所有権機関

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開曰

2012 年 1月 12 日（12.01.2012) WO 2012/005352 A 1PCT

(51) 国際特許分類： (74) 代理人：吉田 稔，外 (YOSHIDA Minoru et al.) ；〒
H01L 23/12 (2006.01) H01L 21/60 (2006.01) 5430014 大阪府大阪市天王寺区玉造元町 2 番 3
H01L 21/3205 (2006.01) H01L 23/52 (2006.01) 2 — 1 3 0 1 Osaka (JP).

(21) 国際出願番号： PCT/JP201 1/065693 (81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保
護が可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

(22) 国際出願曰： 201 1 年 7 月 8 曰（08.07.201 1)
BB, BG, BH, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN, CO,

(25) 国際出願の言語： 日本語 CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES, FI,
GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN, IS,

(26) 国際公開の言語： 日本語 KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS,
LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,(30) 優先権データ：

特願 MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PE, PG, PH, PL,2010-156372 2010 年 7 月 9 曰（09.07.2010) JP
PT, RO, RS, RU, SC, SD, SE, SG, SK, SL, SM, ST, SV,

(71) 出願人 （米国を除 く全ての指定国について ）: SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG, US, UZ, VC,
口一 ム 株 式 会 社 (Rohm Co., Ltd.) [JP/JP]; 〒 VN, ZA, ZM, ZW.
6158585 京都府京都市右京区西院溝崎町 2 番

(84) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保地 Kyoto (JP). 護が可肯^: ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,
発明者；および MZ, NA, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ユーラシア
発明者/出願人 （米国についてのみ)：奥村 弘守 (AM, AZ, BY, KG, KZ, MD, RU, TJ, TM), ョ一ロッパ
(OKUMURA Hiroshi) [JP/JP]; 〒6158585 京者 ォ (AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,
都市右京区西院溝崎町 2 番地 ローム株式 GB, GR, HR, HU, IE, IS, IT, LT, LU, LV, MC, MK, MT,
会社内 Kyoto (JP). NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI

(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, MR,
NE, SN, TD, TG).

[続葉有]

(54) Title: SEMICONDUCTOR DEVICE

(54) 発明の名称 ：半導体装置

FIG.2

(57) Abstract: Disclosed i s a semiconductor device w c can suppress malfunctions. The disclosed device i s provided with: a
semiconductor chip (1); a first electrode pad (21) laminated on the semiconductor chip (1); a rectangular intermediary layer (4)
defined b y a first edge (49a) and a second edge; and a plurality o f bumps (5) arranged so as t o enclose the semiconductor chip (1)
and the intermediary layer (4). Therein, the first edge (49a) extends i n a direction (x); the second edge extends in another direction
(y); any one o f the plurality o f bumps (5) i s a first bump ( 1) which conducts t o the first electrode pad (21); any one o f the plurali
ty o f bumps (5) i s a second bump (52) which conducts t o the first electrode pad (21); and among the plurality o f b um s (5) the
first bump (51) i s arranged at one end i n direction (x) and one end in direction (y).
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添付公開書類：
一 補正 された請求の範 囲 （条約第 19 条 (1))

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

【課題】 動作不 良を抑制す るの に適す る半導体装置 を提供す る こと。 【解決手段】 半導体 チ ップ 1
と、半導体 チ ップ 1 に積層 され た第 1 電極 パ ッ ド2 と、第 1 の縁 4 9 a と、第 2 の縁 とに規 定 され た
矩形状 を呈 す る中間層 4 と、半導体 チ ップ 1 とともに中間層 4 を挟 む よ うに配置 され た複 数のバ ンプ 5
と、 を備 え、第 1 の縁 4 9 a は、方 向 X に延び、上記 第 2 の縁 は、方 向 y に延 び、複 数のバ ンプ 5 の い
ずれか一つ は、第 1 電極パ ッ ド2 に導通 す る第 1 バ ンプ 5 で あ り、複 数のバ ンプ 5 の いずれか一 つ
は、第 1 電極パ ッ ド2 に導通す る第 2 バ ンプ 5 2 で あ り、上記 第 1 バ ンプ 5 は、複 数のバ ンプ 5 の
うち、方 向 X の一端且 つ方 向 y の一端 に配置 され た もので ある。



明 細 書

発明の名称 ：半導体装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、半導体装置に関する。

背景技術

[0002] 従来か ら半導体チップを備える半導体装置が知 られている （たとえば、特

許文献 1参照）。 C S P ( C h i p S i z e P a c k a g e ) や B G A

( B a l l G i d A a y ) 等のボールダリッ ドタイプの半導体装

置には、複数のバ ンプが形成されている。当該半導体装置は、複数のバ ンプ

を実装基板に形成された実装パ ッ ドに接合することにより、実装基板に実装

(実装基板に対する電気的および機械的な接続）される。

[0003] このような半導体装置が実装基板に実装された際には、各バ ンプには応力

が集中することがある。バ ンプに応力が集中すると疲労破壊を起 こし、半導

体チップと実装基板における実装 / 《ッ ドとの導通が確保できな くな りうる。

このようなことでは、半導体装置の動作不良を招来するおそれがあ り、好ま

しくない。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 8 _ 1 5 9 9 4 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 本発明は、上記 した事情のもとで考え出されたものであって、動作不良を

抑制するのに適する半導体装置を提供することをその課題 とする。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明の第 1 の側面によると、半導体チップと、上記半導体チップに積層

された第 1 電極パ ッ ドと、第 1 の縁 と第 2 の縁 とに規定された矩形状を呈す

る中間層 と、上記半導体チップとともに上記中間層を挟むように配置された



複数のバンプと、を備え、上記第 1 の縁は、上記半導体チップの厚さ方向に

交差する第 1方向に延び、上記第 2 の縁は、上記厚さ方向および上記第 1方

向のいずれにも交差する第 2 方向に延び、上記複数のバンプのいずれか一つ

は、上記第 1 電極パッドに導通する第 1バンプであり、上記複数のバンプの

いずれか一つは、上記第 1 電極パッドに導通する第 2 バンプであり、上記第

1バンプは、上記複数のバンプのうち、上記第 1方向の一端且つ上記第 2 方

向の一端に配置されたものである、半導体装置が提供される。

[0007] 好ましくは、上記半導体チップに積層された第 2 電極パッドを更に備え、

上記半導体チップは、上記第 1 電極パッドおよび上記第 2 電極パッドを導通

させる配線層を含み、上記第 2 バンプは、上記第 2 電極パッドを経由して上

記第 1 電極パッドと導通 している。

[0008] 好ましくは、上記第 1 電極パッドおよび上記第 2 電極パッドを露出させる

被覆膜を更に備え、上記中間層は、上記被覆膜に積層された応力緩和層と、

上記応力緩和層に積層された第 1再配線層と、上記応力緩和層に積層された

第 2 再配線層と、を含み、上記第 1再配線層は、上記厚さ方向視において上

記第 1バンプと重なる部位を有 し、上記第 2 再配線層は、上記厚さ方向視に

おいて上記第 2 バンプと重なる部位を有 し、上記第 1再配線層と上記第 2 再

配線層とは互いに離間している。

[0009] 好ましくは、上記第 1 電極パッドおよび上記第 2 電極パッドを露出させる

被覆膜を更に備え、上記中間層は、上記被覆膜に積層された応力緩和層と、

上記応力緩和層に積層された再配線層と、を含み、上記再配線層は、上記第

1バンプぉよび上記第 2 バンプを導通させている。

[001 0] 好ましくは、上記第 1 電極パッドを露出させる被覆膜を更に備え、上記中

間層は、上記被覆膜に積層された応力緩和層と、上記応力緩和層に積層され

た再配線層と、を含み、上記再配線層は、上記第 1バンプおよび上記第 2 バ

ンプを導通させている。

[001 1] 好ましくは、上記中間層は、上記半導体チップの厚さ方向に延びる第 1 ポ

ス トと、上記半導体チップの厚さ方向に向かって延びる第 2 ポス トと、を含



み、上記第 1 ポス トは、上記第 1 バンプに接 し、上記第 2 ポス トは、上記第

2 バンプに接する。

[001 2] 好ましくは、上記第 1 ボス 卜と上記第 1 バンプとの接合面積は、上記第 2

ボス 卜と上記第 2 バンプとの接合面積より大きい。

[001 3] 好ましくは、上記第 1 方向および上記第 2 方向に広がる平面による上記第

ボス 卜の断面積は、上記第 1 方向および上記第 2 方向に広がる平面による

上記第 2 ボス 卜の断面積より大きい。

[0014] 好ましくは、上記第 1 ポス トは第 1 寸法を直径として上記厚さ方向に延び

る円柱状であり、上記第 2 ボス 卜は上記第 1 寸法より小さい第 2 寸法を直径

として上記厚さ方向に延びる円柱状である。

[001 5] 好ましくは、上記第 1 寸法は、上記第 2 寸法の 1 . 1 倍〜 1 . 5 倍である

[001 6] 好ましくは、上記中間層は、主面および裏面を有する基材と、上記主面に

形成された主面配線層と、上記裏面に形成された裏面配線層と、を含み、上

記裏面は上記主面の反対側を向き、上記主面には、上記半導体チップが搭載

されており、上記裏面配線層は、上記主面配線層と導通 し、上記裏面配線層

は、上記第 1 バンプおよび上記第 2 バンプのいずれにも接する。

[001 7] 好ましくは、上記第 1 バンプおよび上記第 2 バンプの体積はいずれも同一

である。

[001 8] 好ましくは、上記複数のバンプは、 2 5 個以上である。

[001 9] 好ましくは、上記厚さ方向視において上記第 1 バンプは第 1 長さを直径と

する円形状であり、上記厚さ方向視において上記第 2 バンプは上記第 1 長さ

より小さい第 2 長さを直径とする円形状である。

[0020] 好ましくは、上記第 1 長さは、上記第 2 長さの 1 . 1 倍〜 1 . 5 倍である

[0021 ] 好ましくは、上記第 2 バンプは、上記複数のバンプのうち上記第 1 バンプ

に最も隣接 しているものである。

[0022] 好ましくは、上記第 1 バンプおよび上記第 2 バンプはいずれも機能 ピンで



ある。

[0023] 好ましくは、上記複数のバンプのうち四角に配置されたものは上記第 1ノく

ンプである。

[0024] 本発明のその他の特徴および利点は、添付図面を参照して以下に行う詳細

な説明によって、より明らかとなろう。

図面の簡単な説明
[0025] [ 図1A]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の底面図である。

[図1B]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の側面図である。

[図2]図 1 A の I I _ I I 線に沿う要部断面図である。

[図3A]図2 の I I I A — I I I A線に沿う要部断面図である。

[図3B]図2 の I I I B _ I I I B線に沿う要部断面図である。

[図4]実装基板に実装された、本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の側

面図である。

[図5]実装基板に実装された、本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の要

部断面図である。

[図6]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す要

部断面図である。

[図7]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す要

部断面図である。

[図8]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す要

部断面図である。

[図9]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す要

部断面図である。

[図10]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す

要部断面図である。

[図11]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す

要部断面図である。

[図12]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す



要部断面図である。

[ 図13] 本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す

要部断面図である。

[ 図14]本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す

要部断面図である。

[ 図15] 本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す

要部断面図である。

[ 図16] 本発明の第 1実施形態にかかる半導体装置の製造工程の一工程を示す

要部断面図である。

[ 図17] 本発明の第 2 実施形態にかかる半導体装置の要部断面図である。

[ 図18] 本発明の第 3 実施形態にかかる半導体装置の要部断面図である。

[ 図19A]本発明の第4 実施形態にかかる半導体装置の底面図である。

[ 図19B]本発明の第4 実施形態にかかる半導体装置の側面図 （一部透視化）で

ある。

[ 図20] 図 1 9 A のX X —X X 線に沿う要部断面図である。

[ 図2 1] 図 2 0 のX X I - X X I 線に沿う要部断面図である。

[ 図22] 実装基板に実装された、本発明の第4 実施形態にかかる半導体装置の

側面図である。

[ 図23] 実装基板に実装された、本発明の第4 実施形態にかかる半導体装置の

要部断面図である。

[ 図24] 本発明の第 5 実施形態にかかる半導体装置の要部断面図である。

発明を実施するための形態

[0026] 以下、本発明の実施の形態につき、図面を参照 して具体的に説明する。

[0027] 図 1 A 〜図 1 6 を用いて本発明の第 1実施形態について説明する。図 1 A

は、本実施形態にかかる半導体装置の底面図であり、図 1 B は、本実施形態

にかかる半導体装置の側面図である。図 2 は、図 1 A の I I _ I I 線に沿う

要部断面図である。図 3 A は、図 2 の I I I A — I I I A 線に沿う要部断面

図であり、図 3 B は、図 2 の I I I B _ I I I B線に沿う要部断面図である



[0028] これ らの図に示す半導体装置 A は、半導体チップ 1 と、複数の電極パ ッ

ド2 と、被覆膜 3 と、中間層 4 と、複数のバ ンプ 5 と、樹脂 コ一 卜8 5 とを

備える。半導体装置 A 1 は、 C S P ( C h i p S i z e P a c k a g e

) 技術が適用された半導体装置である。

[0029] 半導体チップ 1 は、 L S I チ ップであ り、多層配線構造を有する。半導体

チップ 1 は、半導体基板 1 1 と、配線層 1 2 ， 1 3 と、絶縁層 1 4 ， 1 5 と

、複数の貫通 ビア 1 8 1 ， 8 2 , 1 8 3 とを備える。

[0030] 半導体基板 1 1 は、主として、シ リコンなどの半導体材料よりなる。半導

体基板 1 1 には、たとえば、 口ジック回路などの集積回路が形成されている

。 この集積回路は、図示 しない複数の端子を有する。半導体基板 1 1 には、

絶縁性の樹脂よりなる樹脂 コ一 卜8 5 が積層されている。

[0031 ] 配線層 1 2 ， 3 はそれぞれ、たとえば、銅、アル ミニウムなどの導電性

材料よりなる。配線層 1 2 ， 3 はそれぞれ、設計されたパターン形状に形

成されている。配線層 1 2 ， 3 の厚 さ （方向 z における寸法）は、それぞ

れ、たとえば、 0 . 5 ~ 3 . 0 mである。絶縁層 1 4 ， 1 5 はそれぞれ、

たとえば、酸化シ リコン、窒化シ リコンなどの絶縁材料よりなる。絶縁層 1

4 ， 5 の厚 さ （方向 z における寸法）は、それぞれ、たとえば、 1 . 0 ~

3 . O mである。

[0032] 配線層 1 2 は、半導体基板 1 1 に積層されている。絶縁層 1 4 は、半導体

基板 1 1 に積層され、且つ、配線層 1 2 を被覆 している。配線層 1 3 は、絶

縁層 1 4 に積層されている。絶縁層 1 5 は、絶縁層 1 4 に積層されている。

絶縁層 1 5 は、配線層 1 3 を被覆 している。

[0033] 各貫通 ビア 1 8 1 ， 8 2 ， 8 3 は、たとえば、銅、アル ミニウムなど

の導電性材料よりなる。各貫通 ビア 1 8 は、絶縁層 1 4 を貫通 している。

各貫通 ビア 1 8 は、配線層 1 2 および配線層 1 3 に接 している。 これによ

り、配線層 1 2 および配線層 1 3 が導通 している。各貫通 ビア 1 8 2 ， 1 8

3 は、絶縁層 1 5 を貫通 している。各貫通 ビア 1 8 2 は、配線層 1 3 および



後述の第 1電極パッド2 に接 している。これにより、配線層 1 3 および第

1電極パッド2 が導通 している。各貫通ビア 1 8 3 は、配線層 1 3 および

後述の第 2 電極パッド2 2 に接 している。これにより、配線層 1 3 および第

電極パッド2 2 が導通 している。

[0034] 各電極/ 《ッド2 (図では、複数の電極/ 《ッド2 のうち第 1電極/ 《ッド2

、第 2 電極パッド2 2 のみを示す）は、半導体チップ 1 に形成されている。

具体的には各電極パッド2 は、絶縁層 1 5 に形成されている。各電極パッド

2 は、半導体基板 1 1 に形成された上述の集積回路の端子と導通 している。

各電極パッド2 は方向 z 視において、互いに異なる位置に配置されている。

各電極パッド2 は、たとえば、アルミニウムよりなる。各電極パッド2 の厚

さ （方向 z における寸法）は、たとえば、 0 . 5 ~ 3 . O mである。

[0035] 被覆膜 3 は、絶縁層 1 5 に積層されている。被覆膜 3 は、たとえば、酸化

シ リコン、窒化シ リコンなどの絶縁材料よりなる。被覆膜 3 の厚さ （方向 z

における寸法）は、たとえば、 0 . 5 ~ 2 . O mである。被服膜 3 から電

極パッド2 が露出している。

[0036] 中間層 4 は、被覆膜 3 を挟んで、半導体チップ 1 に積層されている。中間

層 4 は、応力緩和層 4 1 と、樹脂層 4 2 と、再配線層 4 3 a ，4 3 b , 4 3

c と、複数のポス ト4 4 a ，4 4 b とを含む。図 1 A に示すように、中間層

4 は、方向 z 視において、方向 X に延びる第 1 の縁 4 9 a と、方向 y に延び

る第 2 の縁 4 9 b とにより規定される矩形状を呈する。中間層 4 の側面は、

半導体チップ 1 の側面と面一に形成されている。これにより、半導体装置A

は、方向 z 視におけるサイズが半導体チップ 1 のサイズと等 しい略直方体

形状を呈 している。

[0037] 応力緩和層 4 は、被覆膜 3 に積層されている。応力緩和層 4 は、たと

えば、ポリイミ ドなどの絶縁材料よりなる。応力緩和層 4 の厚さ （方向 z

における寸法）は、たとえば、 8 mである。応力緩和層 4 1は、半導体装

置A に応力が加わったとき、その応力を吸収 して緩和するために設けられ

ている。



[0038] 樹脂層 4 2 は、応力緩和層 4 に積層されている。樹脂層 4 2 は、たとえ

ば、エポキシ樹脂などの絶縁性樹脂 よりなる。樹脂層 4 2 の厚 さ （方向 z に

おける寸法）は、たとえば、 9 0 mである。

[0039] 再配線層 4 3 a は、下地層 4 3 1 a と、金属層 4 3 2 a とを有する。再配

線層 4 3 a は、方向 z 視 において、後述の第 1 バ ンプ 5 1 と重なる部位 を有

する。下地層 4 3 a の一部は応力緩和層 4 を貫通 している。 また、下地

層 4 3 1 a の一部は、応力緩和層 4 に積層されている。下地層 4 3 a は

、第 1 電極パ ッ ド2 に接する。下地層 4 3 1 a は、第 1 電極パ ッ ド2 が

腐食するのを防止する機能を担 う。下地層 4 3 1 a は、たとえば、チタン、

ニ ッケル、チタンタングステ ンなどの金属よりなる。金属層 4 3 2 a は、下

地層 4 3 1 a に積層されている。金属層 4 3 2 a は、たとえば、銅などの金

属ょりなる。

[0040] ボス 卜4 4 a は、再配線層 4 3 a に立設されている。ボス 卜4 4 a は、後

述の第 1 バ ンプ 5 にかかる応力を緩和するためのものである。ポス ト4 4

a は、再配線層 4 3 a に接する。図 3 A に示す、方向 x および方向 y に広が

る平面によるボス 卜4 4 a の断面積 S は、たとえば、 1 7 6 7 1 ~ 1 9 6

3 5 0 バm 2である。本実施形態では、ボス 卜4 4 a は、寸法 L 1 を直径 と し

て方向 z に延びる円柱状である。寸法 L 1 は、たとえば、 1 5 0 ~ 5 0 0 从

mである。ポス ト4 4 a は、四角柱状であってもかまわない。ポス ト4 4 a

は、たとえば、銅 よりなる。

[0041 ] 再配線層 4 3 b は、再配線層 4 3 a と同様 に、下地層 4 3 1 b と、金属層

4 3 2 b とを有する。再配線層 4 3 b は、方向 z 視 において、後述の第 2 バ

ンプ 5 2 と重なる部位 を有する。再配線層 4 3 b は、再配線層 4 3 a と離間

している。下地層 4 3 b の一部は応力緩和層 4 を貫通 している。 また、

下地層 4 3 b の一部は、応力緩和層 4 に積層されている。下地層 4 3

b は、第 2 電極パ ッ ド2 2 に接する。下地層 4 3 b は、第 2 電極パ ッ ド2

2 が腐食するのを防止する機能を担 う。下地層 4 3 1 b は、たとえば、チタ

ン、ニ ッケル、チタンタングステ ンなどの金属よりなる。金属層 4 3 2 b は



、下地層 4 3 1 b に積層されている。金属層 4 3 2 b は、たとえば、銅など

の金属よりなる。

[0042] ボス 卜4 4 b は、再配線層 4 3 b に立設されている。ボス 卜4 4 b は、後

述の第 2 バンプ5 2 にかかる応力を緩和するためのものである。ポス 卜4 4

b は、再配線層 4 3 b に接する。図 3 A に示す、方向 X および方向 y に広が

る平面によるボス 卜4 4 b の断面積 S 2 は、ボス 卜4 4 a の断面積 S より

小さいこと （すなわち、断面積 S 1 が断面積 S 2 より大きいこと）が好まし

し、。断面積 S 2 は、たとえば、 7 8 5 4 ~ 1 5 6 6 4 m2である。本実施

形態では、ボス 卜4 4 b は、寸法 L 2 を直径として方向 z に延びる円柱状で

ある。ポス ト4 4 b は、四角柱状であってもかまわない。寸法 L 2 よりも寸

法 し が大きい方が好ましい。寸法 L は、たとえば、寸法 L 2 の 1 . 1 ~

1 . 5 倍であることが好ましい。寸法 L 2 は、たとえば、 1 0 0 ~ 4 0 0 从

mである。ポス ト4 4 b は、たとえば、銅よりなる。

[0043] 再配線層 4 3 c は、再配線層 4 3 a , 4 3 b と同様に、下地層 4 3 1 c と

、金属層 4 3 2 c とを有する。図 2 に示すように、再配線層 4 3 c は、再配

線層 4 3 a と再配線層 4 3 b との間に位置する。再配線層 4 3 c は、再配線

層 4 3 a ，4 3 b のいずれとも絶縁されている。下地層 4 3 1 c の一部は、

図外において、応力緩和層 4 1 を貫通 している。図 2 に示すように、下地層

4 3 c の一部は、応力緩和層 4 に積層されている。下地層 4 3 c は、

図外の電極パッド2 に接する。下地層 4 3 1 c は、たとえば、チタン、ニッ

ケル、チタンタングステンなどの金属よりなる。金属層 4 3 2 c は、下地層

4 3 1 c に積層されている。金属層 4 3 2 c は、たとえば、銅などの金属よ

りなる。

[0044] 図 2 に示すように、複数のバンプ5 は、中間層 4 を挟んで半導体チップ 1

が配置された側と反対側に配置されている。すなわち、複数のバンプ5 は、

半導体チップ 1 とともに中間層 4 を挟むように配置されている。図 1 A に示

すように、本実施形態では方向 z 視において、複数のバンプ5 は、碁盤の目

状に配置されている。各バンプ5 は、略球状であり、たとえば、ハンダより



なる。本実施形態では、各バンプ5 の体積は、互いに同一である。各バンプ

5 の体積は、たとえば、 1 4 0 7 X 1 0 3~ 0 3 9 0 X 0 3 m 3である。バ

ンプ5 の個数は、方向 X に 5 個以上、方向 y に 5 個以上、全体で 2 5 個以上

であることが好ましい。

[0045] 図 1 A 〜図 3 B に示すように、複数のバンプ5 のうち 2 つを、第 1バンプ

5 、第 2 バンプ5 としている。第 1バンプ5 および第 2 バンプ5 2 は

いずれも機能ピンである。図 1 A に示すように、第 1バンプ5 1 は、方向 X

の一端且つ方向 y の一端に配置されている。図 2 に示すように、第 1バンプ

5 は、ボス 卜4 4 a に接合されている。第 1バンプ5 とボス 卜4 4 a と

の接合面積 S 3 (図 3 B参照）は、たとえば、 1 7 6 7 1 ~ 1 9 6 3 5 0

m2である。第 1バンプ5 1 は、方向 z 視において、長さL 3 (図 3 B参照）

を直径とする円形状である。長さL 3 は、たとえば、 1 5 0 ~ 5 5 0 mで

ある。第 1バンプ5 は、ポス ト4 4 a 、再配線層 4 3 a 、第 1 電極パッド

2 1、および貫通ビア 1 8 2 を経由して、配線層 1 3 と導通 している。

[0046] 第 2 バンプ5 2 は、ポス ト4 4 b に接合されている。本実施形態では、第

2 バンプ5 2 は、複数のバンプ5 のうち第 1バンプ5 に隣接 しているもの

である。第 2 バンプ5 2 は、第 1バンプ5 1 に隣接 しているものに限られず

、たとえば、複数のバンプ5 のうち略中央に配置されたものであってもよい

。第 2 バンプ5 2 とポス ト4 4 b との接合面積 S 4 (図 3 B参照）よりも、

上述の接合面積 S 3 が大きい方が好ましい。接合面積 S 4 は、たとえば、 7

8 5 4 2 5 6 6 4 バm 2である。第 2 バンプ5 2 は、方向 z 視において、

長さL 4 (図 3 B参照）を直径とする円形状である。長さL 4 よりも長さL

3 が大きい方が好ましい。好ましくは、長さL 3 は、長さL 4 の 1 . 1 倍〜

1 . 5 倍である。長さL 4 は、たとえば、 1 0 0 ~ 4 6 0 mである。第 2

バンプ5 2 は、ポス ト4 4 b 、再配線層 4 3 b 、第 2 電極パッド2 2 、およ

び貫通ビア 1 8 3 を経由して、配線層 1 3 と導通 している。本実施形態にお

いては、第 1バンプ5 と第 2 バンプ5 2 とを、配線層 1 3 が導通させてい

る。



[0047] 図には示 していないが、複数のバ ンプ 5 のうち第 1 バ ンプ 5 1 、第 2 バ ン

プ 5 2 以外のいずれかは、再配線層 4 3 c と導通 している。

[0048] 図 4 、図 5 は、半導体装置 A 1 を実装基板 8 に実装 した状態を示す。半導

体装置 A が実装基板 8 に実装されるとき、各バ ンプ 5 が実装基板 8 におけ

る実装パ ッ ド8 に接合される。 これにより、半導体基板 1 1 に形成された

集積回路の端子 （図示略）が実装パ ッ ド8 と導通する。複数の実装パ ッ ド

8 1 のうち第 1 バ ンプ 5 1 が接合される実装パ ッ ド8 1 1 と、複数の実装パ

ッ ド8 1 のうち第 2 バ ンプ 5 2 が接合される実装パ ッ ド8 1 2 とは、実装基

板 8 上における配線 8 2 (図 4 では略）を介 して、互いに導通 している。そ

のため、配線層 1 2 ， 1 3 、貫通 ビア 1 8 1 ~ 1 8 3 、第 1 電極パ ッ ド2

， 2 2 、再配線層 4 3 a ， 4 3 b 、ポス ト4 4 a ， 4 4 b 、第 1 バ ンプ 5 1

、第 2 バ ンプ 5 2 、実装パ ッ ド8 1 1 ， 8 1 2 、および、配線 8 2 は、互い

に導通 している。

[0049] なお、複数のバ ンプ 5 のうち四角に配置されたもの全てを、第 1 バ ンプ 5

1 と同様の構成 としてもよい。

[0050] 次 に、半導体装置 A 1 の作用効果について説明する。

[0051 ] 半導体装置 A 1 においては、図 1 A に示 したように、第 1 バ ンプ 5 1 は方

向 X の一端且つ方向 y の一端に配置されている。半導体装置 A が実装基板

8 に実装された状態では、複数のバ ンプ 5 のうち第 1 バ ンプ 5 に応力がか

か りやすい。そのため、第 1 バ ンプ 5 1 が疲労破壊 しやすい。第 1 バ ンプ 5

が疲労破壊すると、第 1 電極パ ッ ド2 1 か ら第 1 バ ンプ 5 を経由 して実

装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断される。

[0052] 半導体装置 A においては、第 1 電極パ ッ ド2 は、第 2 バ ンプ 5 2 を経

由 して、実装パ ッ ド8 1 1 と導通 している。そのため、第 1 電極パ ッ ド2

か ら第 1 バ ンプ 5 1 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断さ

れても、第 1 電極パ ッ ド2 1 は、第 2 バ ンプ 5 2 を経由 して、実装パ ッ ド8

と導通 しうる。そのため、半導体装置 A 1 は、第 1 電極パ ッ ド2 1 か ら

第 1 バ ンプ 5 1 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断するこ



とに起因する動作不良を、抑制するのに適する。

[0053] 半導体装置A においては、ボス 卜4 4 a と第 1バンプ5 との接合面積

S 3 (図 3 B参照）は、ポス ト4 4 b と第 2 バンプ5 2 との接合面積 S 4 (

図 3 B参照）より大きい。このような構成は、第 1バンプ5 1 にかかる応力

を小さくするのに適する。そのため、半導体装置A 1 は、第 1バンプ5 1 の

疲労破壊を抑制するのに適する。 したがって、半導体装置A 1 は、上述の動

作不良を抑制するのに更に適する。

[0054] 半導体装置A においては、図 3 A に示 したように、断面積 S は、断面

積 S 2 より大きい。このような構成も第 1バンプ5 にかかる応力を小さく

するのに適する。さらに、当該構成はポス ト4 4 a の抵抗を小さくするのに

も好適である。

[0055] 半導体装置A は、半導体チップ 1 に積層され且つ第 2 バンプ5 2 に導通

する第 2 電極パッド2 2 を備える。また、第 1電極パッド2 1 と第 2 電極パ

ッド2 2 とを配線層 1 3 が導通させている。半導体装置A においては、再

配線層 4 3 a と再配線層 4 3 b とが互いに離間 していても、第 1電極パッド

2 1 は、配線層 1 3 および第 2 電極パッド2 2 を経由して、第 2 バンプ5 2

と導通 しうる。そのため、再配線層 4 3 a および再配線層 4 3 b との間に再

配線層 4 3 a , 4 3 b のいずれとも絶縁された再配線層 4 3 c を形成 しなけ

ればならない場合であっても、第 1電極パッド2 を第 2 バンプ5 2 と導通

させることができる。

[0056] 次に、図 6 〜図 1 6 を用いて、半導体装置A 1 の製造方法の一例について

簡単に説明する。

[0057] まず、図 6 に示すように、複数の半導体チップが作りこまれた基板 7 を用

意する。基板 7 には、複数の電極パッド2 (図では第 1電極パッド2 1、第

2 電極パッド2 2 を示す）が形成されている。また、基板 7 の表面の略全域

は被覆膜 3 ' により覆われている。被覆膜 3 ' から電極パッド2 が露出して

いる。次に、同図に示すように、被覆膜 3 ' 上に応力緩和層 4 を形成す

る。応力緩和層 4 ， には、電極パッド2 を露出させる開口4 が形成さ



れている。

[0058] 次 に、図 7 に示すように、下地層 4 3 を形成する。下地層 4 3 は、電

極パ ッ ド2 および応力緩和層 4 を被覆 している。次に、図 8 に示すよう

に、金属層 4 3 2 (金属層 4 3 2 a ， 4 3 2 b , 4 3 2 c を含む）を形成す

る。金属層 4 3 2 を形成するには、下地層 4 3 1 上に図示 しない レジス 卜パ

ターニングを行 った後 に、下地層 4 3 1 上にメツキを施すことにより行 う。

[0059] 次 に、図 9 に示すように、ポス ト4 4 (図ではポス ト4 4 a ， 4 4 b を示

す）を形成する。ポス ト4 4 を形成するには、金属層 4 3 2 の一部 と応力緩

和層 4 とを覆 う ドライフイルムをパターニング した後 に、金属層 4 3 2

上にメツキを施すことにより行 う。

[0060] 次 に、図 1 0 に示すように、下地層 4 3 1 をエ ッチングする。 これにより

、下地層 4 3 1 a ， 4 3 1 b ， 4 3 1 c が形成 される。次に、図 1 1 に示す

ように、ハーフカッ トダイシングすることにより溝 4 9 を形成する。次に、

図 1 2 に示すように、樹脂層 4 2 ' を形成する。樹脂層 4 2 ' の形成は印刷

により行 う。次に、図 1 3 に示すように、樹脂層 4 2 ' を研削 し、ポス ト4

4 を樹脂層 4 2 ' か ら露出させる。次に、半導体基板 1 1 の図の下面を研削

する （本実施形態にかかる説明では図示せず）。次に、図 1 4 に示すように

、半導体基板 1 1 の裏面に樹脂 コ一 卜8 5 を形成する。次に、図 1 5 に示す

ように、バ ンプ 5 を形成する。バ ンプ 5 を形成するには、ポス ト4 4 にハ ン

ダを印刷 した後 に、 リフ口一を施すことにより行 う。次に、図 1 6 に示すよ

うに、溝 4 9 を通る線 9 9 に沿 って、半導体基板 1 1 や樹脂層 4 2 ' 等 を一

括 してダイシングする。 これにより、図 2 に示 した半導体装置 A 1 が製造さ

れる。

[0061 ] 図 1 7 〜図 2 3 は、本発明の他の実施形態を示 している。なお、 これ らの

図において、上記実施形態 と同一または類似の要素には、上記実施形態 と同

—の符号を付 している。

[0062] 図 1 7 は、本発明の第 2 実施形態にかかる半導体装置の要部断面図である

。同図に示す半導体装置 A 2 は、半導体チ ップ 1 と、複数の電極パ ッ ド2 と



、被覆膜 3 と、中間層 4 と、複数のバンプ5 と、樹脂コ一卜8 5 とを備える

。半導体装置A 2 は、再配線層 4 3 a ，4 3 b , 4 3 c を備えておらず再配

線層 4 3 e を備えている点において、上述の半導体装置A と異なる。半導

体装置A 2 では、第 1電極パッド2 1 と第 2 バンプ5 2 とを、配線層 1 3 の

みならず再配線層 4 3 e が導通させている。本実施形態における半導体チッ

プ 1、複数の電極パッド2 、被覆膜 3 、および、複数のバンプ5 の各構成は

、上述の実施形態における構成と同様であるから説明を省略する。

[0063] 本実施形態において中間層 4 は、応力緩和層 4 と、樹脂層 4 2 と、再配

線層 4 3 e と、ポス ト4 4 a ，4 4 b とを含む。応力緩和層 4 および樹脂

層 4 2 は、上述の実施形態における構成と同様であるから説明を省略する。

[0064] 再配線層 4 3 e は、下地層 4 3 1 e と、金属層 4 3 2 e とを有する。下地

層 4 3 1 e の一部は応力緩和層 4 を貫通 している。また、下地層 4 3 e

の一部は、応力緩和層 4 に積層されている。下地層 4 3 e は、第 1電極

パッド2 1， 2 2 のいずれにも接する。下地層 4 3 1 e は、第 1電極パッド

1， 2 2 が腐食するのを防止する機能を担う。下地層 4 3 e は、たとえ

ば、チタン、ニッケル、チタンタングステンなどの金属よりなる。金属層 4

3 2 e は、下地層 4 3 1 e に積層されている。金属層 4 3 2 e は、たとえば

、銅などの金属よりなる。本実施形態では、ポス ト4 4 a ，4 4 b はいずれ

も、再配線層 4 3 e に立設されている。

[0065] 次に、半導体装置A 2 の作用効果について説明する。

[0066] 半導体装置A 2 においては、半導体装置A と同様に、第 1バンプ5 は

方向 X の一端且つ方向 y の一端に配置されている。半導体装置A が実装基

板 8 (本実施形態では図示略、第 1実施形態参照）に実装された状態では、

複数のバンプ5 のうち第 1バンプ5 1 に応力がかかりやすい。そのため、第

1バンプ5 が疲労破壊 しやすい。第 1バンプ5 が疲労破壊すると、第 1

電極パッド2 1 から第 1バンプ5 1 を経由して実装パッド8 1 (本実施形

態では図示略、第 1実施形態参照）に至る電流の経路が遮断される。

[0067] 半導体装置A 2 においては、第 1電極パッド2 は、第 2 バンプ5 2 を経



由 して、実装パ ッ ド8 1 1 と導通 している。そのため、第 1 電極パ ッ ド2

か ら第 1 バ ンプ 5 1 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断さ

れても、第 1 電極パ ッ ド2 1 は、第 2 バ ンプ 5 2 を経由 して、実装パ ッ ド8

1 と導通 しうる。そのため、半導体装置 A 2 は、第 1 電極パ ッ ド2 1 か ら

第 1 バ ンプ 5 1 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断するこ

とに起因する動作不良を抑制するのに適する。

[0068] 半導体装置 A 2 においては、半導体装置 A と同様 に、ポス ト4 4 a と第

1 バ ンプ 5 との接合面積 S 3 は、ボス 卜4 4 b と第 2 バ ンプ 5 2 との接合

面積 S 4 より大 きい。 このような構成は、第 1 バ ンプ 5 1 にかかる応力を、

小さ くするのに適する。そのため、半導体装置 A 2 は、第 1 バ ンプ 5 1 の疲

労破壊 を抑制するのに適する。 したがって、半導体装置 A 2 は、上述の動作

不良を抑制するのに、更に適する。

[0069] 半導体装置 A 2 においては、半導体装置 A 1 と同様 に、ポス ト4 4 a の断

面積 S 1 は、ポス ト4 4 b の断面積 S 2 より大 きい。 このような構成 も第 1

バ ンプ 5 1 にかかる応力を小さ くするのに適する。更に、当該構成はポス ト

4 4 a の抵抗を小さ くするのにも好適である。

[0070] 図 1 8 は、本発明の第 3 実施形態にかかる半導体装置の要部断面図である

。同図に示す半導体装置 A 3 は、半導体チ ップ 1 と、複数の電極パ ッ ド2 と

、被覆膜 3 と、中間層 4 と、複数のバ ンプ 5 と、樹脂 コ一 卜8 5 を備える。

半導体装置 A 3 は、第 1 電極パ ッ ド2 と第 2 バ ンプ 5 2 とを、配線層 1 3

が導通させているのではな く再配線層 4 3 e のみが導通させている点におい

て、上述の半導体装置 A 2 と相違する。

[0071 ] 半導体装置 A 3 においては、半導体装置 A 2 に関 して述べたのと同様 に、

第 1 電極パ ッ ド2 1 か ら第 1 バ ンプ 5 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 (本実

施形態では図示略、第 1 実施形態参照）に至る電流の経路が遮断されても、

第 1 電極パ ッ ド2 1 は、第 2 バ ンプ 5 2 を経由 して、実装パ ッ ド8 1 1 と導

通 しうる。そのため、半導体装置 A 3 は、第 1 電極パ ッ ド2 1 か ら第 1 バ ン

プ 5 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断することに起因



する動作不良を抑制するのに適する。

[0072] 半導体装置A 3 においては、半導体装置A ，A 2 と同様に、ポス ト4 4

a と第 1バンプ5 との接合面積 S 3 は、ボス 卜4 4 b と第 2 バンプ5 と

の接合面積 S 4 より大きい。このような構成は、第 1バンプ5 1 にかかる応

力を、小さくするのに適する。そのため、半導体装置A 3 は、第 1バンプ5

1 の疲労破壊を抑制するのに適する。 したがって、半導体装置A 3 は、上述

の動作不良を抑制するのに、更に適する。

[0073] 半導体装置A 3 においては、半導体装置A 1 や半導体装置A 2 のように配

線層 1 3 が第 1電極パッド2 と第 2 バンプ5 2 とを導通させなくても、再

配線層 4 3 e が第 1 電極パッド2 と第 2 バンプ5 2 とを導通させることが

できる。再配線層 4 3 e の形状パターンの設計自由度は高い。 したがって、

第 1電極パッド2 1 と第 2 バンプ5 2 とが導通する構成を簡単に得ることが

できる。

[0074] 半導体装置A 3 においては、半導体装置A ，A 2 と同様に、ボス 卜4 4

a の断面積 S 1 は、ポス ト4 4 b の断面積 S 2 より大きい。このような構成

も第 1バンプ5 1 にかかる応力を小さくするのに適する。更に、当該構成は

ポス 卜4 4 a の抵抗を小さくするのにも好適である。

[0075] 図 1 9 A 〜図 2 2 を用いて本発明の第4 実施形態について説明する。図 1

9 A は、本実施形態にかかる半導体装置の底面図であり、図 1 9 B は、本実

施形態にかかる半導体装置の側面図 （一部透視化）である。図 2 0 は、図 1

9 A のX X —X X 線に沿う要部断面図である。図 2 1 は、図 2 0 のX X I —

X X I 線に沿う要部断面図である。

[0076] これらの図に示す半導体装置A 4 は、半導体チップ 1 と、複数の電極パッ

ド2 と、中間層 4 と、複数のバンプ5 と、複数のワイヤ 8 7 と、封止樹脂 8

8 とを備える。半導体装置A 4 は、 B G A ( B a l l G i d A r r a

y ) タイプの半導体装置である。

[0077] 半導体チップ 1 および電極パッド2 の各構成は、第 3 実施形態にて説明 し

たとおりであるから、本実施形態ではこれらの説明を省略する。



[0078] 本実施形態において中間層 4 は、配線基板である。中間層 4 は、基材 7 1

と、主面配線層 7 2 と、裏面配線層 7 3 と、スル ーホール電極 7 4 とを少な

くとも含む。中間層 4 は、半導体チップ 1 を搭載 している。図 1 9 A に示す

ように、中間層 4 は、方向 z 視 において、方向 X に延びる第 1 の縁 4 9 a と

、方向 y に延びる第 2 の縁 4 9 b とにより規定される矩形状を呈する。

[0079] 基材 7 は、たとえばエポキシ樹脂よりなる。基材 7 は、主面 7 と

主面 7 1 1 とは反対側を向 く裏面 7 2 とを有する。

[0080] 主面配線層 7 2 、裏面配線層 7 3 、およびスルーホール電極 7 4 は、たと

えば、銅よりなる。主面配線層 7 2 は、主面 7 に形成されている。裏面

配線層 7 3 は、裏面 7 2 に形成されている。スルーホール電極 7 4 は、主

面 7 か ら裏面 7 2 にわたつて、基材 7 を貫通 している。スルーホ一

ル電極 7 4 は、主面配線層 7 および裏面配線層 7 3 のいずれとも接 してい

る。 これにより、主面配線層 7 2 と裏面配線層 7 3 とは互いに導通 している

[0081 ] 複数のワイヤ 8 7 は、たとえば、銅、アル ミニウム、も しくは金よりなる

。図 2 0 に示すように、複数のワイヤ 8 7 のうちの一 つ は、第 1 電極パ ッ ド

と主面配線層 7 2 とに接する。 これにより、第 1 電極パ ッ ド2 1 と主面

配線層 7 2 とは導通 している。封止樹脂 8 8 は、半導体チップ 1、主面配線

層 7 2 、 ワイヤ 8 7 などを覆 っている。封止樹脂 8 8 は、たとえば、ェポキ

シ樹脂よりなる。

[0082] 本実施形態においても、複数のバ ンプ 5 は、中間層 4 を挟んで半導体チッ

プ 1 が配置された側 と反対側に配置されている。すなわち、複数のバ ンプ 5

は、半導体チップ 1 とともに中間層 4 を挟むように配置されている。図 1 9

A に示すように、本実施形態では、方向 z 視 において、複数のバ ンプ 5 は、

碁盤の目状に配置されている。各バ ンプ 5 の配置態様は、上述の実施形態 と

同様であるか ら、説明を省略する。

[0083] 図 1 9 A 〜図 2 1 に示すように、複数のバ ンプ 5 のうち 2 つを、第 1 バ ン

プ 5 3 、第 2 バ ンプ 5 4 と している。図 1 9 A に示すように、第 1 バ ンプ 5



3 は、方向 χ の一端且つ方向 y の一端に配置されている。図 2 0 に示すよう

に、第 1バンプ5 3 は、裏面配線層 7 3 に接合されている。第 1バンプ5 3

と裏面配線層 7 3 との接合面積 S 5 (図 2 1参照）は、たとえば、たとえば

、 7 6 7 1 9 6 3 5 0 である。第 1バンプ5 3 は、方向 z 視にお

いて、長さL 5 (図 2 1参照）を直径とする円形状である。長さL 5 は、た

とえば、 1 5 0 ~ 5 0 0 mである。第 1バンプ5 3 は、裏面配線層 7 3 、

スルーホール電極 7 4 、主面配線層 7 2 、およびワイヤ 8 7 を経由して、第

1電極パッド2 と導通 している。

[0084] 第 2 バンプ5 4 は、裏面配線層 7 3 に接合されている。第 2 バンプ5 4 は

、複数のバンプ5 のうち第 1バンプ5 3 に隣接 しているものである。第 2 バ

ンプ5 4 は第 1バンプ5 3 に隣接 しているものに限られず、たとえば、複数

のバンプ5 のうち略中央に配置されたものであってもよい。第 2 バンプ5 4

と裏面配線層 7 3 との接合面積 S 6 (図 2 1参照）は、たとえば、 7 8 5 4

~ 1 5 6 6 4 バm2である。接合面積 S 6 よりも接合面積 S 5 の方が大きい

ことが好ましい。たとえば、接合面積 S 5 は、接合面積 S 6 よりも 1 . 1 倍

~ 1 . 5 倍であることが好ましい。第 2 バンプ5 4 は、方向 z 視において、

長さL 6 (図 2 1参照）を直径とする円形状である。長さL 6 よりも長さL

5 が大きい方が好ましい。たとえば、長さL 6 は、長さL 5 の 1 . 1 倍〜 1

. 5 倍であることが好ましい。長さL 6 は、たとえば、 1 0 0 ~ 4 0 0 m

である。第 2 バンプ5 4 は、裏面配線層 7 3 、 スルーホール電極 7 4 、主面

配線層 7 2 、およびワイヤ 8 7 を経由して、第 1電極パッド2 1 と導通 して

いる。本実施形態においては、第 1バンプ5 3 と第 2 バンプ5 4 とを、裏面

配線層 7 3 が導通させている。

[0085] 図 2 2 、図 2 3 は、半導体装置A 4 が実装基板 8 に実装された状態を示す

図である。半導体装置A 4 が実装基板 8 に実装されるとき、各バンプ5 が実

装基板 8 における実装パッド8 1 に接合される。これにより、半導体基板 1

1 に形成された集積回路の端子 （図示略）が実装パッド8 と導通する。複

数の実装パッド8 1 のうち第 1バンプ5 3 が接合される実装パッド8 1 1 と



、複数の実装パ ッ ド8 のうち第 2 バ ンプ 5 4 が接合される実装パ ッ ド8

2 とは、実装基板 8 上における配線 8 2 (図 2 2 では略）を介 して、互いに

導通 している。そのため、主面配線層 7 2 、裏面配線層 7 3 、スル一ホール

電極 7 4 、図 2 3 に示すワイヤ 8 7 、第 1 電極パ ッ ド2 1 、第 1 バ ンプ 5 3

、第 2 バ ンプ 5 4 、実装パ ッ ド8 1 1 ， 8 1 2 、および、配線 8 2 は、互い

に導通 している。

[0086] なお、本実施形態においても、複数のバ ンプ 5 のうち四角に配置されたも

の全てを、第 1 バ ンプ 5 3 と同様の構成 としてもよい。

[0087] 次 に、半導体装置 A 4 の作用効果について説明する。

[0088] 半導体装置 A 4 においては、第 1 バ ンプ 5 3 は方向 X の一端且つ方向 y の

一端に配置されている。半導体装置 A 4 が実装基板 8 に実装された状態では

、複数のバ ンプ 5 のうち第 1 バ ンプ 5 3 に応力がかか りやすい。そのため、

第 1 バ ンプ 5 3 が疲労破壊 しやすい。第 1 バ ンプ 5 3 が疲労破壊すると、第

1 電極パ ッ ド2 1 か ら第 1 バ ンプ 5 3 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電

流の経路が遮断される。

[0089] 半導体装置 A 4 においては、第 1 電極パ ッ ド2 は、第 2 バ ンプ 5 4 を経

由 して、実装パ ッ ド8 1 1 と導通 している。そのため、第 1 電極パ ッ ド2

か ら第 1 バ ンプ 5 3 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断さ

れても、第 1 電極パ ッ ド2 1 は、第 2 バ ンプ 5 4 を経由 して、実装パ ッ ド8

1 と導通 しうる。そのため、半導体装置 A 4 は、第 1 電極パ ッ ド2 1 か ら

第 1 バ ンプ 5 3 を経由 して実装パ ッ ド8 1 1 に至る電流の経路が遮断するこ

とに起因する動作不良を、抑制するのに適する。

[0090] 半導体装置 A 4 においては、図 2 1 に示 したように、接合面積 S 5 は、接

合面積 S 6 より大きい。 このような構成は、第 1 バ ンプ 5 3 にかかる応力を

小さくするのに適する。そのため、半導体装置 A 4 は、第 1 バ ンプ 5 3 の疲

労破壊を抑制するのに適する。 したがって、半導体装置 A 4 は、上述の動作

不良を抑制するのに更に適する。

[0091 ] 基材 7 の主面 7 には、半導体チップ 1 が配置されている。 また、主



面配線層 7 2 には、ワイヤ 8 7 を接続する必要もある。そのため、主面配線

層 7 2 の形状の自由度は比較的低い。一方、裏面配線層 7 3 にはバンプ5 を

形成するのみである。そのため、裏面配線層 7 3 の形状は比較的自由に決定

することができる。そのため、半導体装置A 4 によると、第 1バンプ5 3 と

第 2 バンプ5 4 とを比較的簡単に導通させることができる。

[0092] 図 2 4 は、本発明の第 5 実施形態にかかる半導体装置を示す要部断面図で

ある。同図に示す半導体装置A 5 は、主面配線層 7 2 が第 1バンプ5 3 と第

2 バンプ5 4 とを導通させている点において、上述の半導体装置A 4 と相違

する。このような構成によっても、半導体装置A 4 に関 して述べたのと同様

の理由により、上述の動作不良を抑制することができる。

[0093] 本発明の範囲は、上述 した実施形態に限定されるものではない。本発明の

各部の具体的な構成は、種々に設計変更自在である。寸法 L 1 が寸法 L 2 よ

り大きいことが好ましいが、第 1バンプ5 および第 2 バンプ5 2 が第 1電

極パッド2 に導通 していれば、寸法 し は寸法 L 2 以下でもよい。同様に

、長さL 3 は長さL 4 以下でもよい。同様に、長さL 5 は長さL 6 以下でも

よい。同様に、面積 S 1 は面積 S 2 以下でもよい。同様に、面積 S 3 は面積

S 4 以下でもよい。同様に、面積 S 5 は面積 S 6 以下でもよい。

[0094] 複数のバンプ5 のうち、第 2 バンプ5 2 や第 2 バンプ5 4 と同様の機能を

有するものが複数あつてもよい。



請求の範囲

半導体チ ップと、

上記半導体チ ップに積層 された第 1 電極パ ッ ドと、

第 1 の縁 と第 2 の縁 とに規定された矩形状 を呈する中間層 と、

上記半導体チ ップとともに上記中間層 を挟むように配置 された複数

のバ ンプと、 を備 え、

上記第 1 の縁 は、上記半導体チ ップの厚 さ方向に交差する第 1 方向

に延び、上記第 2 の縁 は、上記厚 さ方向および上記第 1 方向のいずれ

にも交差する第 2 方向に延び、上記複数のバ ンプのいずれか一つは、

上記第 1 電極パ ッ ドに導通する第 1 バ ンプであ り、上記複数のバ ンプ

のいずれか一つは、上記第 1 電極パ ッ ドに導通する第 2 バ ンプであ り

、上記第 1 バ ンプは、上記複数のバ ンプの うち、上記第 1 方向の一端

且つ上記第 2 方向の一端 に配置 されたものである、半導体装置。

上記半導体チ ップに積層 された第 2 電極パ ッ ドを更に備 え、

上記半導体チ ップは、上記第 1 電極パ ッ ドおよび上記第 2 電極パ ッ

ドを導通 させる配線層 を含み、上記第 2 バ ンプは、上記第 2 電極パ ッ

ドを経由 して上記第 1 電極パ ッ ドと導通 している、請求項 1 に記載の

半導体装置。

上記第 1 電極パ ッ ドおよび上記第 2 電極パ ッ ドを露出させる被覆膜

を更に備 え、

上記中間層は、上記被覆膜 に積層 された応力緩和層 と、上記応力緩

和層 に積層 された第 1 再配線層 と、上記応力緩和層 に積層 された第 2

再配線層 と、 を含み、上記第 1 再配線層は、上記厚 さ方向視 において

上記第 1 バ ンプと重なる部位 を有 し、上記第 2 再配線層は、上記厚 さ

方向視 において上記第 2 バ ンプと重なる部位 を有 し、上記第 1 再配線

層 と上記第 2 再配線層 とは互いに離間 している、請求項 2 に記載の半

導体装置。

上記第 1 電極パ ッ ドおよび上記第 2 電極パ ッ ドを露出させる被覆膜



を更に備 え、

上記中間層は、上記被覆膜 に積層 された応力緩和層 と、上記応力緩

和層 に積層 された再配線層 と、 を含み、上記再配線層は、上記第 1 バ

ンプぉよび上記第 2 バ ンプを導通 させている、請求項 2 に記載の半導

体装置。

上記第 1 電極パ ッ ドを露出させる被覆膜 を更に備 え、

上記中間層は、上記被覆膜 に積層 された応力緩和層 と、上記応力緩

和層 に積層 された再配線層 と、 を含み、上記再配線層は、上記第 1 バ

ンプおよび上記第 2 バ ンプを導通 させている、請求項 1 に記載の半導

体装置。

上記中間層は、上記半導体チ ップの厚 さ方向に延びる第 1 ボス 卜と

、上記半導体チ ップの厚 さ方向に向か って延びる第 2 ポス トと、 を含

み、上記第 1 ボス 卜は、上記第 1 バ ンプに接 し、上記第 2 ボス 卜は、

上記第 2 バ ンプに接する、請求項 1 ない し5 のいずれかに記載の半導

体装置。

上記第 1 ボス 卜と上記第 1 バ ンプとの接合面積 は、上記第 2 ボス 卜

と上記第 2 バ ンプとの接合面積 よ り大 きい、請求項 6 に記載の半導体

装置。

上記第 1 方向および上記第 2 方向に広がる平面 による上記第 1 ボス

卜の断面積 は、上記第 1 方向および上記第 2 方向に広がる平面 による

上記第 2 ボス 卜の断面積 よ り大 きい、請求項 6 または 7 に記載の半導

体装置。

上記第 1 ボス 卜は第 1 寸法 を直径 と して上記厚 さ方向に延びる円柱

状であ り、上記第 2

ボス 卜は上記第 1 寸法 よ り小さい第 2 寸法 を直径 と して上記厚 さ方向

に延びる円柱状である、請求項 6 ない し8 のいずれかに記載の半導体

装置。

上記第 1 寸法は、上記第 2 寸法の 1 . 1 倍〜 1 . 5 倍である、請求



項 9 に記載の半導体装置。

上記中間層は、主面および裏面 を有する基材 と、上記主面 に形成 さ

れた主面配線層 と、上記裏面 に形成 された裏面配線層 と、 を含み、上

記裏面は上記主面の反対側 を向 き、上記主面 には、上記半導体チ ップ

が搭載 されてお り、上記裏面配線層は、上記主面配線層 と導通 し、上

記裏面配線層は、上記第 1 バ ンプおよび上記第 2 バ ンプのいずれにも

接する、請求項 1 に記載の半導体装置。

上記第 1 バ ンプおよび上記第 2 バ ンプの体積 はいずれも同一である

、請求項 1 ない し 1 1 のいずれかに記載の半導体装置。

上記複数のバ ンプは、 2 5 個以上である、請求項 1 ない し 1 2 のい

ずれかに記載の半導体装置。

上記厚 さ方向視 において上記第 1 バ ンプは第 1 長 さを直径 とする円

形状であ り、上記厚 さ方向視 において上記第 2 バ ンプは上記第 1 長 さ

よ り小さい第 2 長 さを直径 とする円形状である、請求項 1 ない し 1 3

のいずれかに記載の半導体装置。

上記第 1 長 さは、上記第 2 長 さの 1 . 1 倍〜 1 . 5 倍である、請求

項 1 4 に記載の半導体装置。

上記第 2 バ ンプは、上記複数のバ ンプの うち上記第 1 バ ンプに最 も

隣接 しているものである、請求項 1 ない し 1 5 のいずれかに記載の半

導体装置。

上記第 1 バ ンプおよび上記第 2 バ ンプはいずれも機能 ピンである、

請求項 1 ない し 1 6 のいずれかに記載の半導体装置。

上記複数のバ ンプの うち四角 に配置 されたものは上記第 1 バ ンプで

ある、請求項 1 ない し 1 7 のいずれかに記載の半導体装置。



補正された請求の範囲
[201 1年 12月9日（09. 12.201 1)国際事務局受理]

半導体チ ップと、

上記半導体チ ップに積層 された第 1 電極パ ッ ドと、

第 1 の縁 と第 2 の縁 とに規定 された矩形状 を呈する中間層 と、

上記半導体チ ップとともに上記中間層 を挟むように配置 された複数

のバ ンプと、を備え、

上記第 1 の縁は、上記半導体チ ップの厚 さ方向に交差する第 1 方向

に延び、上記第 2 の縁は、上記厚 さ方向および上記第 1 方向のいずれ

にも交差する第 2 方向に延び、上記複数のバ ンプのいずれか一つは、

上記第 1 電極パ ッ ドに導通する第 1 バ ンプであ り、上記複数のバ ンプ

のいずれか一つは、上記第 1 電極パ ッ ドに導通する第 2 バ ンプであ り

、上記第 1 バ ンプは、上記複数のバ ンプの うち、上記第 1 方向の一端

且つ上記第 2 方向の一端に配置 されたものである、半導体装置。

上記半導体チ ップに積層 された第 2 電極パ ッ ドを更に備え、

上記半導体チ ップは、上記第 1 電極パ ッ ドおよび上記第 2 電極パ ッ

ドを導通 させる配線層 を含み、上記第 2 バ ンプは、上記第 2 電極パ ッ

ドを経 由 して上記第 1 電極パ ッ ドと導通 している、請求項 1 に記載の

半導体装置。

上記第 1 電極パ ッ ドおよび上記第 2 電極パ ッ ドを露出させる被覆膜

を更に備え、

上記中間層は、上記被覆膜に積層 された応力緩和層 と、上記応力緩

和層に積層 された第 1 再配線層 と、上記応力緩和層に積層 された第 2

再配線層 と、を含み、上記第 1 再配線層は、上記厚 さ方向視において

上記第 1 バ ンプと重なる部位 を有 し、上記第 2 再配線層は、上記厚 さ

方向視において上記第 2 バ ンプと重なる部位 を有 し、上記第 1 再配線

層 と上記第 2 再配線層 とは互いに離間 している、請求項 2 に記載の半

導体装置。

上記第 1 電極パ ッ ドおよび上記第 2 電極パ ッ ドを露出させる被覆膜
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を更に備 え、

上記中間層は、上記被覆膜 に積層 された応力緩和層 と、上記応力緩

和層に積層 された再配線層 と、を含み、上記再配線層は、上記第 1 バ

ンプおよび上記第 2 バ ンプを導通 させている、請求項 2 に記載の半導

体装置。

上記第 1 電極パ ッ ドを露出 させ る被覆膜 を更に備 え、

上記中間層は、上記被覆膜 に積層 された応力緩和層 と、上記応力緩

和層に積層 された再配線層 と、を含み、上記再配線層は、上記第 1 バ

ンプおよび上記第 2 バ ンプを導通 させている、請求項 1 に記載の半導

体装置。

上記中間層は、上記半導体チ ップの厚 さ方向に延びる第 1 ボス 卜と

、上記半導体チ ップの厚 さ方向に向か って延びる第 2 ポス トと、を含

み、上記第 1 ボス トは、上記第 1 バ ンプに接 し、上記第 2 ボス トは、

上記第 2 バ ンプに接す る、請求項 1 ない し5 の いずれかに記載の半導

体装置。

上記第 1 ボス 卜と上記第 1 バ ンプとの接合面積 は、上記第 2 ボス ト

と上記第 2 バ ンプとの接合面積 よ り大 きい、請求項 6 に記載の半導体

装置。

上記第 1 方 向および上記第 2 方 向に広がる平面による上記第 1 ボス

卜の断面積 は、上記第 1 方 向および上記第 2 方 向に広がる平面による

上記第 2 ボス 卜の断面積 よ り大 きい、請求項 6 または 7 に記載の半導

体装置。

上記第 1 ボス トは第 1 寸法 を直径 と して上記厚 さ方向に延びる円柱

状であ り、上記第 2

ボス トは上記第 1 寸法 よ り小 さい第 2 寸法 を直径 と して上記厚 さ方向

に延びる円柱状である、請求項 6 ない し8 の いずれかに記載の半導体

装置。

上記第 1 寸法は、上記第 2 寸法の 1 . 1 倍 〜 1 . 5 倍 である、請求

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )



項 9 に記載の半導体装置。

上記中間層は、主面および裏面 を有す る基材 と、上記主面に形成 さ

れた主面配線層 と、上記裏面に形成 された裏面配線層 と、を含み、上

記裏面は上記主面の反対側 を向き、上記主面には、上記半導体チ ップ

が搭載 されてお り、上記裏面配線層は、上記主面配線層 と導通 し、上

記裏面配線層は、上記第 1 バ ンプおよび上記第 2 バ ンプのいずれ にも

接す る、請求項 1 に記載の半導体装置。

上記第 1 バ ンプおよび上記第 2 バ ンプの体積 はいずれ も同一である

、請求項 1 ない し 1 1 の いずれかに記載の半導体装置。

上記複数のバ ンプは、 2 5 個 以上である、請求項 1 ない し 1 2 の い

ずれかに記載の半導体装置。

上記厚 さ方向視 において上記第 1 バ ンプは第 1 長 さを直径 とす る円

形状であ り、上記厚 さ方向視 において上記第 2 バ ンプは上記第 1 長 さ

よ り小 さい第 2 長 さを直径 とす る円形状である、請求項 1 ない し 1 3

の いずれかに記載の半導体装置。

上記第 1 長 さは、上記第 2 長 さの 1 . 1 倍 〜 1 . 5 倍 である、請求

項 1 4 に記載の半導体装置。

上記第 2 バ ンプは、上記複数のバ ンプの うち上記第 1 バ ンプに最 も

隣接 しているものである、請求項 1 ない し 1 5 の いずれかに記載の半

導体装置。

上記第 1 バ ンプおよび上記第 2 バ ンプはいずれ も機能 ピンである、

請求項 1 ない し 1 6 の いずれかに記載の半導体装置。

上記複数のバ ンプの うち四角に配置 された ものは上記第 1 バ ンプで

ある、請求項 1 ない し 1 7 の いずれかに記載の半導体装置。

(追加）上記中間層は、上記応力緩和層または上記再配線層に積層

された樹脂層 を更に備 える、請求項 5 に記載の半導体装置。

(追加）上記樹脂層は、上記応力緩和層の側面 を覆 っている、請求

項 1 9 に記載の半導体装置。

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )



(追加）上記樹脂層は、上記被覆膜の側面 を更に覆 っている、請求

項 2 0 に記載の半導体装置。

(追加）上記半導体チ ップの裏面 を覆 う樹脂 コー トを更に備 える、

請求項 1 9 に記載の半導体装置。

(追加）上記再配線層は、下地層 と金属層 とか らなる、請求項 1 9

に記載の半導体装置。

(追加）上記下地層は、チタン、ニ ッケル、チタンタングステンの

いずれかか らな り、上記金属層は銅か らなる、請求項 2 3 に記載の半

導体装置。

(追加）矩形状の半導体チ ップと、

上記半導体チ ップに形成 された、第 1 電極パ ッ ドを含む複数の電極

パ ッ ドと、

上記複数の電極パ ッ ドにそれぞれ電気的に接続 された、外部 と接続

す るための複数のバ ンプと、を備 えてお り、

上記複数のバ ンプは、上記半導体チ ップの複数の角部の うちの 1 つ

に形成 された第 1 バ ンプと、上記複数の角部以外の位置 に形成 された

第 2 バ ンプと、を含んでお り、上記第 1 電極パ ッ ドは、上記第 1 バ ン

プと上記第 2 バ ンプとに電気的に接続 されている、半導体装置。

(追加）上記複数の電極パ ッ ドを露出 させ る被覆膜 と、上記被覆膜

に積層 された応力緩和層 と、上記応力緩和層に積層 された再配線層 と

、を更に備 える、請求項 2 5 に記載の半導体装置。

(追加）上記半導体チ ップに積層 された第 2 電極パ ッ ドを更に備 え

てお り、

上記半導体チ ップは、上記第 1 電極パ ッ ドおよび上記第 2 電極パ ッ

ドを導通 させ る配線層 を含み、上記第 2 バ ンプは、上記第 2 電極パ ッ

ドを経 由 して上記第 1 電極パ ッ ドと導通 している、請求項 2 6 に記載

の半導体装置。

(追加）上記応力緩和層または上記再配線層に積層 された樹脂層 を

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )



更に備 える、請求項 2 6 に記載の半導体装置。

[請求項29] (追加）上記樹脂層は、上記応力緩和層の側面 を覆 っている、請求

項 2 8 に記載の半導体装置。

[請求項30] (追加）上記樹脂層は、上記被覆膜の側面 を更に覆 っている、請求

項 2 9 に記載の半導体装置。

[請求項 3 1 ] (追加）上記半導体チ ップの裏面 を覆 う樹脂 コー トを更に備 える、

請求項 2 8 に記載の半導体装置。

[請求項32] (追加）上記再配線層は、下地層 と金属層 とか らなる、請求項 2 8

に記載の半導体装置。

[請求項33] (追加）上記下地層は、チタン、ニ ッケル、チタンタングステンの

いずれかか らな り、上記金属層は銅か らなる、請求項 3 2 に記載の半

導体装置。

[請求項34] (追加）上記複数のバ ンプは、 2 5 個 以上である、請求項 2 6 に記

載の半導体装置。

[請求項35] (追加）上記半導体チ ップの厚 さ方向視 において上記第 1 バ ンプは

第 1 長 さを直径 とする円形状であ り、上記厚 さ方向視 において上記第

2 バ ンプは上記第 1 長 さよ り小 さい第 2 長 さを直径 とす る円形状であ

る、請求項 2 5 に記載の半導体装置。

[請求項36] (追加）上記第 1 長 さは、上記第 2 長 さの 1 . 1 倍 〜 1 . 5 倍 であ

る、請求項 3 5 に記載の半導体装置。

[請求項37] (追加）上記第 2 バ ンプは、上記複数のバ ンプの うち上記第 1 バ ン

プに最 も隣接 しているものである、請求項 2 5 に記載の半導体装置。

[請求項38] (追加）上記第 1 バ ンプおよび上記第 2 バ ンプはいずれ も機能 ピン

である、請求項 2 5 に記載の半導体装置。

[請求項39] (追加）上記複数のバ ンプの うち四角に配置 された ものは上記第 1

バ ンプである、請求項 2 5 に記載の半導体装置。

補 正 され た用紙 （条約第 19条 )
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